所内処遇担当ですが、所内における職業訓練(再犯防止策)がどの程度受けられているのかについて検討

職業訓練は、受刑者に免許若しくは資格を取得させ、又は、職業的知識及び技能を習得させるための訓練を行うことを目的としている。

職業訓練は、「受刑者等の作業に関する訓令」に基づき、総合訓練、集合訓練及び自庁訓練の三つの方法によって計画的に実施されており、平成23年度においては、溶接科、小型建設機会科、フォークリフト運転科、情報処理技術科、理容科、美容科、ホームヘルパー科等61種目が実施されている。（ちなみに名古屋刑務所は空欄でした、なにやってるのやら･･･）
受刑者等の作業に関する訓令

第４章 職業訓練 
（訓練生の選定基準） 

第１１条 刑事施設の長は，次の各号のいずれにも該当する受刑者の中から職業訓練を受ける者（以下「訓練生」という。）を選定するものとする。 

(1) 職業訓練を受けることを希望していること。 

(2) 残刑期が職業訓練に必要な期間を超えていること。 

(3) 職業訓練に堪えられる健康状態にあること。 

(4) 受刑態度が良好であり，改善更生の意欲が高いと認められること。 

(5) 適性検査の結果，職業訓練に必要な適性があると認められること。 

(6) 受験しようとする免許又は資格の受験資格を有していること（専門職業訓練を行う者に限る。） 

（訓練生の除外基準） 

第１２条 刑事施設の長は，訓練生が次の各号のいずれかに該当する場合には，その職業訓練を行わせないことができる。 

(1) 精神又は身体の障害により職業訓練を行うことが困難となったとき。 
(2) 反則行為その他の改善更生の意欲が欠如していると認められる行為があったとき。 

(3) 職業訓練に必要な適性がないことが判明したとき。 

(4) その他職業訓練を行うことが不適当な事由があるとき。  

（資格取得の援助） 

第１６条 刑事施設の長は，訓練生又は職業訓練を修了した者が職業訓練に関係する資格を取得するため試験を受けることを申し出た場合には，必要に応じ，援助を与えるものとする。 
改善指導の標準プログラムについて（依命通達）

６ 就労支援指導の標準プログラム 

１ 指導の目標 

社会復帰後に就労した職場で円滑な人間関係を保ち，仕事が長続きすることを目的として，職場に適応するための心構え及び行動様式を身に付けさせるとともに，職場等において直面する具体的な場面を想定した対応の仕方等，就労生活に必要な基礎的知識及び技能等を習得させること。 

２ 対象者 

次に掲げる要件のいずれかに該当する受刑者とすること。 

(１) 刑事施設において職業訓練を受け，釈放後の就労を予定している者 

(２) 次のアからエまでのいずれにも該当し，かつ，刑事施設の長が，就労支援指導をすることが必要であると認めた者 

ア 釈放の見込日からおおむね１年以内であること。 

イ 稼動能力を有すること。 

ウ 就労意欲を有すること。 

エ 公共職業安定所による就労支援を受ける意志があること。
（私見）

高齢者・障害者は訓令11条3号、12条1号により、職業訓練を受けられる割合は一般の収容者に比べて低いことが予想される。

平成23年度で受刑者の職業訓練受講率は17.8%であり、高齢者・障害者の受講率はこれよりも低いはずなので、高齢者・障害者は施設内における職業訓練をほとんど受けられていないはずである。

また、就労支援を受けられるのは職業訓練を受けたものだけなので、高齢者・障害者のほとんどは就労支援も受けられていないだろう。

高齢者・障害者の雇用先が少ないことが高齢者・障害者が就職できない最大の要員に違いないが、施設内で職業訓練が受けられないこの現状も、それに拍車をかけているのではないか。

国の「再犯防止に向けた総合対策」について

地域定着促進事業

高齢者又は傷害を有するため福祉的な支援を必要とする刑務所出所者について、出所等後直ちに福祉サービス等(傷害者手帳の交付、社会福祉施設への入所等)につなげるための事業であり、「地域生活定着支援センター(高齢または障害により福祉的な支援を必要とする刑務所出所者等について、出所後直ちに福祉サービス等につなげるための準備を、保護観察所と協働して進める支援機関)」を各都道府県に整備し、社会復帰支援を推進している。なお、平成24年度から「地域生活定着促進事業」として実施している。

高齢者・障害者は施設内で職業訓練を受けるよりも、「地域停車区促進事業」によって、適当な帰住先を確保し、社会福祉制度を受けさせて、再犯を防止しようとしている？

すみません、何か表とかあればよかったのですが、特になにもなく･･･訓令いれたら長くなりましたが、内容は大したことないので、お好きにぶっちぎって下さい。
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